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第5章 放送及び有線放送

第1節 概 況

1放 送

我が国の放送はNHKと 民間放送 の両者に よって行 われ てお り,放 送の種

別 としては,中 波放送,短 波放送,超 短波放送(FM放 送)及 びテ レビジ ョ

ン放送 がある。

昭和47年 度末現在,放 送事業者数はNHKの ほ か,民 間放送 が105社 あ

り,こ れ らの放送事業 者が運用す る放送局数は総計5,631局 で ある。内訳は,

中波放送473局,短 波放送3局,超 短波放送396局,テ レビジ ョン放送4,759

局 とな ってい る。 なお,民 間放 送105社 の内訳は ラジオ ・テ レビ兼営社36社,

テ レビ単営社51社,ラ ジオ単営社18社 である。

47年 度末現在,NHKの 受 信契約数 は2,443万3,463件,そ の うち1,563万

946件 が カラー契約 である。

国際放送は,NHKが ニ ュース,国 情紹介等を短波帯 の周波数に よって行

ってお り,放 送区域は18,使 用 語は23で,1日 延 べ37時 間 の放送を実施 して

い る。

我が国の放送は,今 日め ざましい普及 を遂げて いるが,辺 地 にはまだ テ レ

ビジ ョン放送 を視聴す ることがで きない,い わゆる難視聴世帯が残 ってお り,

また,最 近では高層建築物等に起因す るテ レビジ ョン放送 の受信障害 が増加

してい る。高層建築物等 に起因す る受信障害 の解 消につい ては,原 因者責任

の建前か ら建築主等 を指導 し,共 同受信施設 の設置等 に よりか な りの成果を

おさめ てい る。 しか しなが ら,今 後高層建築物等 の増加 に伴い,受 信障害の

態様 も複雑化 して受信障害の解決 は困難 になることが考 え られ る。 こ の た

め,郵 政省においては48年 度に学識経験者等 からな るテ レビジョン放送難視

聴対策調査会 を設置 し,こ れ らの辺地 及び都市におけ るテ レビジ 。ン放送難
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視聴解消の効果的方策について調査検討を行い,抜 本的解決策を求めること

としている。

放送の新 しい利用形態として,放 送大学(仮 称)設 立の構想がある。放送

大学は高等教育を受ける機会に恵まれない勤労青年や主婦等を対象にして,

その教育手段のなかに放送をとり入れ,学 校教育法に基づ く正規の大学を設

立 しようとするものであって,郵 政省及び文部省においてその設立のための

準備検討を行 っている。

2有 線 放 送

有線放送は,有 線ラジオ放送 と有線テレビジョン放送に分け られ る。有線

ラジオ放送施設は47年 度末現在7,642施 設である。このうち1,725施 設は,

電話の普及の遅れている農山漁村において,有 線放送業務に電話業務を併せ

行っている有線放送電話である。

有線テレビジョン放送は主に辺地のテ レビジョン放送の共同受信施設 とし

て普及 したが,最 近では高層建築物等によるテレビジョン放送受信障害の解

消手段としても広 く利用されている。

48年1月1日 から有線テ レビジョン放送法が施行され,一 定基準以上の大

規模な有線テレビジaン 放送施設の設置については,郵 政大臣の許可を要す

ることとなった。

1放 送網の形成

第2節 放 送

(1)放 送局の置局

ア.中 波放送

NHKに ついては,第1放 送及び第2放 送の2系 統の放送の実施が可

能となるように している。第1放 送は地域別放送を行い,第2放 送は,

全国同一番組の放送を行 うこととしている。民間放送については,主 要
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2)放 送 局の設 置状況

47年 度末現在におけ る放 送局の設置状況 は第3-5-1表 の と お り で あ

る。

第3-5-1表 放送局の設置状況

(47年 度末現在)

区 別

中 波 放 送

矧 波 放 送

超 短 波 放 送

テ レ ビジ ョ ン 放 送

NHK

区 別 局 数

第 倣 送1173

第2放 送

十
■言

ロ

国 内放 送

国 際放 送

計

総合番組局

教育専門局

計

合 十一三口

142

315

i

1

391

1,680

1,658

3,338

4,045

民 間 放 送

　
社 数1局 数

49 158

1 2

・局数合計

473

3

1 2

4

87

5

1,42正

1,586

396

4,759

5,631

(注)局 数は中継局数を含む。

また,テ レビジ ョン放送 局数 の推移は第3-5-2表 の とお りであ る。
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な 地域 にお いては複数 の放送が,そ の他 の地域において は,1の 放送 が

可能 となる ように している。

周波数は,525kHzか ら1,605kHzま で の周波数を使用 してい る。

イ.短 波放送

NHKに 対 しては,国 際放送 の実施 が可能 とな るよ うに し,民 間放送

は,1社 に対 し全 国放送 の実施 が可 能 とな るよ うに してい る。 周 波 数

は,3,6,7,9,11,15,17,21MHz帯 の周波数 を使用 してい る。

ウ.超 短波放送

NHKに つ いて は,全 国1系 統 の放送 の実施が可能 とな るよ うに して

いる。

民間放送については,東 京,名 古屋,大 阪及 び福 岡の4地 区 に お い

て,超 短波放送 の特質を生 か した放 送 の実施が可能 となる ように してい

る。

周波数 は80MHz帯 の 周波数 を使用 してい る。

エ。テ レビジ ョン放 送

NHKの 放 送 につ いては,総 合番組局 の放送 及び教育専門局 の放送が

それぞれ全 国的に可能 とな るように してい る。民 間放送 については,次

の放送 が可能 とな るように してい る(48年10月19日 現在)。

(力 京浜広域圏,中 京広域圏,京 阪神広域圏,北 海道,宮 城県,広 島県

及 び福 岡県 にお いて は4以 上 の放送。ただ し,京 浜,中 京 及び京 阪神

の広域圏内 の各県(東 京都,愛 知県及 び大阪府 を除 く。)においては,

そ のほかに県 の区域 ごとに1の 放送

(イ)新 潟県,長 野県及び静岡県においては3の 放 送

(切 上記⑦ 及び(イ)以外の地 域においては,県 の区域 ご とに2の 放送(鳥

取 県及び島根県 においては,こ れ らを併 せた地 域で3の 放送)

周 波数は,VHF帯12ch(第1～ 第12ch)UHF帯50ch(第13～ 第62ch)

合計62chを 使 用す る こととしている。
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第3-5-2表 テレビジョン放送局数の推移

(各年度末現在〕

＼
＼ 区 別
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2

2

1

2

4

5

0

4

9

6

1

7

5

6

8

1

2

9

5

5

9

1

4
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3

5

1

2

3

5

6

8

9

2

4

6
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号
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1

3
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7

2

6

9

9

0

0
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4
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0
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8
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1

1

1

1

2

2
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1

2

2

4

5

0

9

9

7

i

8

5

3

3

2

8

8

3

6

1
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4
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0

Q

7
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6

9

1

2

4
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1

4

5

8

2

2

2
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6

9
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(注)局 数は中継局数を含む。
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2放 送 時 間

論

(1)NHK

47年 度における中波放送,超 短波放送及びテレビジョソ放送の放送事項別

放送時間は第3-5-3表,第3-5-4表 及び第3-5-5表 のとお りである。

前年度と比較 した結果は次のとお りである。

ア.各 種別ごとの放送の1日 当た り放送時間は前年度 と同様である。

イ.中 波第2放 送においては,前 年度全放送時間の0.8%を 娯楽番組に当

てていたが,47年 度は娯楽番組を廃止した。

ウ.超 短波放送においては,前 年度に比較 して教育番組及び教養番組合計

の時間比率が約3%減 少 し,そ の分だけ報道及び娯楽番組の時間比率が

増加 している。

エ.テ レビジョン放送においては,教 育番組及び教養番組の時間比率が前

年度に比較 して若干増加 している。特に教育専門局においては,教 育番

組の時間比率が前年度に比較 して4%増 加 し,79.2%か ら83.2%に 伸び

ている。

オ.テ レビジョン放送におけるカラー番組 の比率については,前 年度総合

番組局で1日 の全放送時間18時 間07分 中17時 間33分,教 育専門局で18時

間00分 中3時 間58分 であったが,47年 度に総合番組局はほとんどすべて

の放送番組がカラー化 され,教 育専門局は1日 当た り平均5時 間14分

(29%)の 放送番組がカラー番組になった。

(2)民 間放送

47年度における中波放送,超 短波放送及びテレビジョン放送 の放送事項別

放送時間は第3-5-6表,第3-5-7表 及び第3-5-8表 のとお りである。

前年同期 と比較 した結果は次のとお りである。

ア.各 種別 ごとの放送の1日 当た り放送時間は,前 年同期 とほとんど変化

はない。

イ.教 育番組及び教養番組の時間比率は,ラ ジオ放送24%(前 年同期比1.6
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第3-5-3表NHKの 中波放送番組の放送事項別放送時間及び比率

区別

第

1

放

送

第

z

放

送

放送事項

報 道

教 育

教 養

娯 楽

計

教 育

教 養

報 道

娯 楽

十
二
ニ
ロ

46年 度

1週間平均
放送時間

放送時間
比 率

1日 当 た り
平均放送時間

47年 度

(時 間)(分)
59.37

3.51

38.02

32.12

133.42

101.58

ia.iz

8.17

1,03

129.30

%
44.6

2.9

28.4

24.1

100.0

7a.z

14.1

6.4

o.s

100.0

1週間平均
放送時間

19時 間06分

1(時間)(分)
59.53

18時 間30分

4.00

40.00

30.15

134.08

102.55

且9.40

6.55

129.30

放送時間
比 率

%
44.6

3.0

29.8

22.6

ioo.o

79.5

15.2

5.3

100.0

1日 当 た り

平均放送時間,

19時 間io分

18時間30分

「放送番組統計」(NHK)に よる。

第3-5-4表NHKの 超短波放送番組の放送事項別放送時間及び比率

放送事項

報 道

教 育

教 養

娯 楽

計

46年 度

1週間平均
放送時間

(時 間)(分)
14.14

11.54

64.03

35.49

126.00

放送時間
比 率

0
11.3

9.4

50.S

28.5

100.0

1日 当 た り

平均放送時間

is時 間00分

47年 度

1週間平均 放送時間
放送時間 比 率

(時 間)(分)
15.41

9.59

61.59

38.21

126.00

0

12.5

7.9

49.2

30.4

ioo.o

1日 当 た り

平均放送時間i

18時間00分

「放送番組統計」(NHK)に よる。
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区

別

第3-5-5表NHKの テ レビジョン放送番組の放送事項別放送時間及び比率

47年 度46年度

放送事項

道

育

養

楽

計

報

教

教

娯

総

合

番

組

局

育

養

道

計

教

教

報

教
育
専
門
局

1週間平均 放送時間
放送時間 比 率

(時 間)(分)

47.50

12.43

42.21

23.55

126.49

99.45

23.06

3.09

126.00

37.8

10.0

33.4

18.8

ioo.o

一%

79.2

18.4

2.4

100.0

1日 当 た り

平均放送時間

18時 間07分

17時 ・/うち,

1間33分例
Lラ ー放 送 ノ

18時 間00分

〔難 穿

麟雑噸
1

0(時間)(分)
46.00

13.08

43.42

23.58

126.48

104.46

21.04

..

126.00

36.3

10.3

34.5

1S.9

100.0

83.2

16.7

0.t

100.0

1日 当 た り
平均放送時間

18時 間Q7分

〔錨
18時 間00分

[難虜
「放送番組統計」(NHK)に よる。

第3-5-6表 民間放送ラジオ放送番組の放送事項別放送時間比率

放 送 事項

報

教

教

娯

音

道

育

養

楽

楽

ス ポ ー ツ

広 告

そ の 他

47年 第1期(1月 ～3月)

商業番細 自主翻 全放送翻

0

12.9

5.5

17.1

8.1

53.2

1.8

1.2

o.a

%
13.1

9.5

17.3

8.0

54.9

0.6

0.7

0.9

0

6.i)
12.9
ia.2)
5.3
(29.1)
17.1
(50.3)
8.1
53.7

1.4
(i.o)
1.1
(1.3)
0.4

48年 第1期(1月 ～3月)

商業番組 自主番組 全放送番組

a

14.0

5.9

18.1

10.3

48.4

1.9

i.i

0.3

0

10.9

4.0

19.7

8.8

55.4

0.s

o.i

0.6

%

の

2

の

5

の

5

的

9

2

5
の

9
の

3

5

3

9

5

1

8

3

9

0

1

0

0

0

0

1

3

1

5

FD

(

(

(

(

(

(

十
二
=
ロ

100・oiloo・ol(100100:8)i1。 。・oiloo・oi(iooioo:8)

薯蓑韮あ昆轟…[(3772:;)(6227:51)(100100:8)1(5474:塁)1(4525:s)1(}88:8)

「番組統計」(日 本民間放送連盟)に よる。

(注)1.47年 については,中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計50社 の平均

であり,ま た,48年 については,同53社 の平均である。

2.「 商業番組」とは,放 送番組の うち広告主に売られている番組をいい,

「自主番組」とは,そ の他の番組をい う。

3.「 全放送番組」の欄及び 「商業 ・自主番組の比率」 の欄における()

内は,超 短波放送の4社 平均の再掲である。
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第3-5-7表 民間放送テレビジョン放送番組の放送事項別放送時間比率

放 送事 項

報

教

教

娯

道

育

養

楽

ス ポ ー ツ

広

そ の

告

他

47年 第1期(1月 ～3月) 48年 第 且期(1月 ～3月)

商業翻1自 主翻 全放送翻 商業翻1自 主番組 全放送翻

io.s

7.2

28.4

49.2

3.9

0.6

0.z

%1%
15.9

13.9

23.6

39.4

2.8

0.a

4.0

11.4

8.4

27.6

47.6

3.7

0.5

0.a

0 %1
10.6

7.9

28.8

49.0

3.1

0.s

o.i

14.3

13.3

23.9

42.2

2.2

0.9

3.2

2

7

0

0

0

PD

6

1

8

8

8

3

0

0

1

2

4

計 ioo.oioo.oioo.o

商業 ・自主
番組の比率

100.0100.0100.0

82.117.9100.084.1 15.9 100.0

「番組 統 計 」(日 本 民 間 放 送 連 盟)に よる 。

(注)1.47年 につ い て は,テ レ ビジ ョ ン放 送 のsi社 の平 均 で あ り,ま た48年 に つ

い て は 同86社 の平 均 で あ る。

2.「 商 業 番 組 」 とは,放 送 番組 の うち 広 告 主 に 売 られ て い る番 組 を い い,

「自主 番 組 」 とは,そ の他 の番 組 を い う。

第3-5-8表 広告主の産業種別別放送時間比率

分 類

47年 第1期

(1月 ～3月)

ラ ジ オ テ レ ビ

48年 第1期

(1月 ～3月)
　

ラ ジ オ1テ レビ

農 林 ・漁 業 0.1%0.3%0.4%0.4%

鉱業及び建設業1 0.6 1・・1 1.0 2.9

製 造 業 50.166.951.0 63.5

調

飲

味

料

斡

品

そ の 他 の 食 料 品

印 刷 出 版

繊維紡績その他製品

品

品

鵬

・

具

篠

【
器

薬

弓

吻

・

ん

刎

コ

械

け

そヰ

医

石

嚇

レ

機

0.9

4.9

3.2

3.9

1.3

2,7

1.5

1.0

9.5

16.4

3.8

7.2

11.1

0.9

2.2

8.4

11.6

1.2

0.s

12.9

1.3

4.7

4.1

3.7

i.s

2.2

2.4

0.9

6.6

17.5

3.4

7.O

io.s

O.8

z.z

6.8

12.4

t.i

o.z

l2.6
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分 類

47年 第1期

(1月 ～3月)

・ジ劉 ・・ビ

48年 第1期

(1月 ～3月)

・ジ烈 ・・ピ

商

1そ ・ 他 の 雛 品i4.・17.116.16.・

業111・9.・115.・[・6.・117.・

百 貨 店

そ の 他 の 商 業

2.1

27.3

1.5

14.1

2.1

2・3

里.8

15.5

金融及び保険剰 2.71.7 2.91.9

金 融 ・ 証 券

保 険

2.6

0.i

o.7

t.o

2.6

0.3

i.0

0.9

運 輸 通 信
その他公益事業

3.0 2.0 3.7 2.2

輸

業

他

事

の

益

運

公

そ

1.4

1.2

0.4

0.9

0.9

0.a

z.t

1.3

0.3

1.1

0.9

0.a

サ ー ビ ・ 業1 12.0 6.712.67.3

映画劇場及び興行

教 育

非 営 利 団 体

案 内 代 理 業

旅 館

そ の 他

1.4

i.i

2.6

2.4

1.0

3.5

i.0

0.3

0.7

0,s

1.2

2.7

1.7

1.4

2.4

2.1

1。0

4.0

0.8

0.3

0.7

0.9

i.a

2.8

公 務 L51.31.411.6
その他の産剰 IIO.63.70.62.9
計 100.0100.0100.0100.0

「番組統計」(日 本民間放送連盟)に よる。

(注)47年 については,中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計50社 並びにテレ

ビジョン放送の81社 全体の平均であ り,ま た48年 については,同53社 及び同86

社 の平均である。

%増),超 短 波放送 のみでは40.4%(前 年 同期比0,9%減),テ レ ビジ ョ

ン放送36.7%(前 年 同期比0.7%増)で あって,前 年 同期 とほ とん ど変

イヒをまな し、。

ウ.広 告主の産業種別別比率は,ラ ジナ放送及びテレビジョン放送 とも製
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造業が最高位を占めている。ただし,テ レビジョン放送における製造業

の比率は,前 年同期に比較 して3.4%減 となっている。

エ.各 種別ごとの放送の放送番組のうち,商 業番組の占める比率は,超 短

波放送の場合,前 年同期に比較 して16.8%増 となっているが,そ の他の

放送においては,大 きな変化はない。

3放 送の受信状況

NHKが47年6月 に行 った全国聴視率調査 に よれ ば,テ レビ ジ ョ ン 放 送

(NHK及 び 民間放送)に 対す る国民の接触率(テ レビを少 しで も見 た人 の

割 合)は,平 日94.4%で ほ とん どの国民が毎 日何 らかの形 でテ レビジ ョン放

送 を見てい ることを示 している。 また,視 聴 時間は1日 平均平 日3時 間6分

に及 んで いる。一方,ラ ジオ放送に対する国民 の接触率は平 日30.3%で あ り,

テ レビジ ョン放送に比較 して国民 の接触率は低 く,聴 取時間 も少ないが,ラ

ジオ放送はそ の長 い歴史 に支xら れ てな お国民の間に親 しまれ てい る(第3

-5-9表 ,第3-5-10表 及 び第3-5-11表 参 照)。

NHKの 受信 契約数 は第3-5-12表 の とお り逐年増加 し,47年 度 末現在

普通契約880万2,517件,カ ラー契約1,563万946件,合 計2,443万3,463件 とな

っている。なお,47年3月 を境 にカラー契約数が普通契約数を上回 り,以 後

第3-5-9表NHK及 び民間放送のテレビ ・ラジオ接触パターン

(全国,7歳 以上の国民)

区 別

月～金曜平均

土 曜

日 曜

A十B

テ レビを見

た人

94.4%

93.1

93.2

A

テ レビだけ

見た人

66.7%

68.2

73.3

B

テ レビ・ラ

ジオともに

見聞きした

人

27.7%

24.9

19.9

C

ラジオだけ

聞いた人

2.6%

z.z

2.2

B十C

ラジオを聞

いた人

30.3%

27.6

22.1

「全 国 聴 視 率 調 査 」(NHK,47年6月)に よ る。
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毎月カラー契約数は増加 し,普 通契約数は減少の傾向をた どっている。

第3-5-10表NH%及 び民間放送のテレビ視聴時間量

(全国,7歳 以上の国民)

区 別 月～金曜平均 i土 副 ・ 曜

(時間) (分) (時間) (分) (時間) (分)
午 前 43 40 42

午 後 35 37 1 2

夜 間 i 48 i 52 i 55

1 日 3 6 3 9 3 39

「全国聴視率調査」(NHK,47年6月)に よる。

第3-5-11表 NHK及 び 民間放送のラジオ聴取時間量

(全国,7歳 以上の国民)

区 別 47年6月

均平曜

曜

曜

金～月

土

日

37(分)

36

28

「全国聴視率調査」(NHK,47年6月)に よる。

第3-5-12表NHKの 受信契約数の推移

(各年度末現在)

年 度
普 通 契 約 カ ラ ー 契 約 十

二
旨
四

契 約 釧 甑 率 契 約 釧 甑 率 契 約 数 普及率

43 19,531,836
0

81.1°1,688,897

0

7.0°21,220,733 88.1%

44 18,091,748 75。13,995,800 16,622,087,548 91.7

45 15,155,931 63.07,662,636 31,822,818,567 94.8

46 11,725,975 42,111,794,279 42,323,520,254 84.4

47 8,802,517 31,415,630,946 55,624,433,463 87.0

(注)1.43年 度 から受信契約体系がそれまでの契約甲,契 約乙の契約か ら次のと

おり変更された。

普通契約 テレビジョ ン放送のカラー受信を除 く放送受信契約

カラー契約………テレビジ。ン放送のカラー受信を含む放送受信契約

2.46年 度 において普及率が大幅に低下 したのは,普 及率の算定にあたり,

45年 度 以前は40年 の国勢調査による世帯数を,46年 度以降は45年 の国勢調

査による世帯数を用いたためである。
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4テ レビジ ョン放送 の難視聴解消

〔1)難 視聴の現状

ア.辺 地におけるテ レビジョン放送の難視聴

現在,全 国的にはほとんどの地域で放送を受信できるようになってい

る。それだけY'r部 の地域における放送を受信でぎない世帯の存在が目

立ってきた。特にテレビジョン放送の難視聴については,テ レビジョン

放送が国民の日常生活に不可欠なものとなった今日,大 きな問題となっ

ている。47年 度末現在NHKに ついては難視聴世帯数は,全 国で約117

万世帯,民 間放送については約250万 世帯と推定されている。

イ。都市におけるテレビジョン放送の受信障害

近年,高 層建築物,高 架鉄道,高 架道路,送 電線等によりテレビジョ

ン放送電波がさえぎられた り,反 射 した りするために,テ レビジョン放

送が見えにくくなる現象が増加 している。

高層建築物等によって電波がさえぎられる場合には,画 面にスノーと

呼ぽれる白いノイズが現れる。また,高 層建築物等に よる電波の反射が

第3-5-13図 高層建築物等による受信障害概念図

送電線

唖灘架α身 ド菟 嚢
ビル陰共同

受信施設

礁
ビル反射

障害

一
高架道路等による障害地域
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原因となって起 こる障害は,画 面にゴース トと呼ぼれる二重(多 重)像

が現れる。

都市内では,高 層建築物や高架道路等が多 く,こ れらの原因が複合し

て全体的にテレビジョン放送の映 りの悪いところが増えている。高層建

築物等によってテレビジョン放送の映 りが悪 くなる現象を通常は都市難

視 といっている。

NHKの 推定によると47年度末現在高層建築物等の陰 に生 じているテ

レビジョン放送の受信障害世帯数は全国で約37万 世帯となっている。

(2)難 視聴の解消

辺地の難視聴の解消Y'つ いては,中 継局及び共同受信施設の設置により措

置 している。

第3-5-14図 辺地共同受信施設概念図

受信アンテナ

NHK及 び民間放送の辺地難視聴解消の年度別措置状 況 は 第3-5-15表

及び第3-5-16表 のとお りである。

第3-5-15表NHKの 年度別辺地難視聴解消措置状況

年 劇 中継局設 置 地 区 数
共 同受信施設設 置数

4

5

6

7

4
凸

4

4

4

186

240

220

220

663

805

i,000

1,004
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第3-5-16表 民間放送の年度別中継局設置状況

年 度

中継局建設局数

43

140

44

195

45

191

46

171

47

144

難視聴の解消は,世 帯 の まとまりの大きい地域から順次行われている。

NHKの 場合数百世帯のまとま りのものはほとんど中継局の設置又は共同受

信施設の設置により措置されてお り,今 後は百世帯から数十世帯を対象とし

て措置するケースが多くなってくる。

高層建築物等による難視聴の解消については,原 因者責任の建前で,原 因

者(ビ ルの建築主,所 有者等)が 経費を負担 して共同受信施設を建 設 した

り,個 別のアンテナの改善を行 う等の措置を講ずるのが通例となっている。

5電 波障害の防止

近年,電 波の利用範囲は著 しく拡大 しているが,社 会の発展に伴い,電 波

の円滑な利用を妨げる要因も増加 している。例えぽ,家 庭用電気器具,自 動

車,高 周波利用設備等の普及に伴い,こ れらの機器等から発生する不要な電

波によって放送その他の無線通信に電波障害を生ずる例が多い。また,市 民

ラジオやアマチュア無線局の増加に伴い,近 隣のテレビジョン放送の受信等

に対する電波障害も多発 している。更に,最 近高層建築物等の増加により,

特に大都市を中心に して,ビ ル陰障害や反射障害が急増 している。

第3-5-17表 電波障害原因別処理件数

(47年度)

原 因 別 陣 理件釧 比率 陣 因 別 処理件数 比率

灯

機

類

等

線

等

言

」

剰

岬
電
車

光
臨

幣

動

周

螢

テ

モ

高

送

自

poi

3,410

2,268

1,278

2,177

1,327

0

1.6

7.8

5.2

2.9

5.0

　

3.O
I

電 気 こ た つ 等

ネ オ ン サ イ ン

アマチュ ア無線 等

建 造 物 等

原 因 不 明 そ の 他

1,757

473

6,283

5,212

18,959

%
4.0

1.1

14.3

11.9

43.2

合 計 43,845goo.0
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このような事情にかんがみ,放 送及び無線通信に対す る受信障 害 を 防 止

し,電 波の円滑な利用を図ることを目的として,電 波障害防止中央協議会及

び地方電波障害防止協議会が設置され,電 波障害の防止に関する思想の啓蒙,

防止措置の指導,調 査等を行っている。47年 度において同協議会が取 り扱っ

た電波障害の原因別処理件数は,第3-5-17表 のとお りである。

6国 際 放 送

NHKに おいて行 っている国際放送には,郵 政大臣の命令による国際放送

とNHKの 業務としての国際放送 とがあ り,NHKは これ らを一体 として行

っている。また,国 際放送には地域別放送(特 定の地域向け)及 びジェネラ

ル ・サービス(一 般向け)が あ り,国 際放送の年度別実施状況は第3-5-18

表のとお りである。

第3-5-18表 国際放送実施状況の推移

訳
6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

放送区域

5

5

0

2

3

3

5

5

6

7

8

延べ放送時間

5

5

0

2

3

3

5

5

5

9

2

1

1

1

1

1

1

2

2

3

時間

CYU

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

放送区域

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

延べ放送時間

34

36

36

36

36

36.5

36.5

36.5

37

37

37

時間

放送番組 は,ニ ュースが約64%で そ の大半 を占め,次 いで国情紹介約30%

とな っている。使用周波数帯 は6MHz～21MHzで あ る。

47年 度 における国際放送 の実施状況 は,概 要次 の とお りであ る。

(1)放 送 区域(18)

欧 州,欧 州(ロ シア),北 米 東部,北 米西部,中 米,ア フ リカ,中 東 ・北
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ア フ リカ,南 米,ハ ワイ,ア ジア大陸(北 部),ア ジア大陸(中 部),ア ジ ア

大陸(南 部),大 洋 州,東 南 アジア,南 西 アジア,フ ィリピン ・イン ドネシ

ア,東 ア ジア,朝 鮮(こ のほか全世界 向けの ジェネラル ・サ ービスがある。)

(2)放 送 時間1日 延べ37時 間

地 域別放送18方 向延べ23時 間30分,ジ ェネ ラル ・サ ービス13時 間30分 で あ

る。

(3)使 用 語(23)

英 語,ド イ ツ語,フ ランス語,ス ウ ェーデン語,イ タ リア語,ス ペ イ ン

語,ポ ル トガル語,ロ シア語,標 準華語,福 建 語,広 東語,イ ン ドネシア

語,マ レー語,タ イ語,ビ ル マ語,ヴ ィエ トナム語,ヒ ンディ語,ウ ル ドウ

語,ベ ンガル語,ア ラビア語,ス ワヒ リ語,朝 鮮語,日 本語

7事 業経営状況

(1)NHBの 財政

NHKの 主たる財源は受信料である。受信料について,現 行放送法は 「協

会の放送を受信することのできる受信設備を設置 した者は,協 会とその放送

の受信についての契約をしなけれぽならない。ただし,放 送の受信を目的と

しない受信設備又はラジオ放送に限 り受信することのできる受信設備のみを

設置 した者を除 く。」旨を定めている。 受信料額は,国 会がNHKの 収支予

算を承認することによって決定される。 受信料の推移は第3-5-19表 のと

お りである。

NHKは,毎 事業年度の収支予算,事 業計画及び資金計画を作成 し,郵 政

大臣に提出することとなっている。郵政大臣はこれを検討の上,意 見を付し

て内閣を通 じて国会に提出し,そ の承認を受ける。

また,NHKは,毎 事業年度の財産目録,貸 借対照表及び損益計算書並び

にこれ らに関する説明書を作成 し,当 該年度経過後2か 月以内に郵政大臣に

提出しなけれぽならない。郵政大臣はこれらの書類を受理 した ときは,こ れ

を内閣に提出し,内 閣は会計検査院の検査を経て国会に提出する。事業収支
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(決算額)の 年度別 推移,46年 度 及び47年 度 収支決算比較並びY'貸 借対 照表

等 は第3-5-20表,第3-5-21表 及 び 第3-5-22表 の とお りである。

第3-5-19表 受信料(月 額)の 推移

年 月 ・ジオ(帳 放送)1・ ・ビジ・ン

円

備 考

大 正15.8

昭 和7.4

10.4

20.4

ai.a

21.9

22.9

23.7

26.4

28.2

29.4

34.4

37.4

43.4

円 銭

1

7s

50

1

250

5

1750

35

50

67

85

契 約 乙50

廃 止

200

300

契約甲330

普 通 契 約315

カ ラー契 約465

ラジオは,3か 月分で200

円である。

契約乙はラジオのみの受信

契約,契 約甲はNHKの 行

うすべての放送の受信契約

である。

普通契約は,テ レビジョン

放送のカラー受信を除く放

送受信契約,カ ラー契約は

テレビジョソ放送のカラー

受信を含む放送受信契約で

ある。

第3-5-20表 NHKの 事業収支(決 算額)の 推移

(単位:百 万円)

瀬 訂一 哩L陣 業 収 入 事 業 支 副 事業収支差金

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

50,422

60,124

66,636

71,301

75,230

7a,soz

79,154

84,799

92,062

100,986

109,979

43,225

49,879

56,416

60,694

66,214

71,345

77,265

83,174

90,548

100,593

110,545

7,197

10,245

10,220

10,607

9,016

7,457

1,889

1,625

1,514

393

566



(事業 収支)

第3-5-21表NHKの 昭和47・46年 度収支決算比較

(単位:千 円)(資 本収支) (単位:千 円)

款
一事業一

収入

項 47年 度 46年 度
46年 度に対

する増△減
款 項 47年 度 46年 度

46年 度に対

する増△減

11。,544,8791・ ・,985,7149,559,165膿 交 35,051,10934,095,763955,346

受 信 料

交 付 金 収 入

雑 収 入

資本収支から受入れ

107,928,082

231,069

1,819,717

566,011

99,021,891

166,583

1,797,240

0

8,906,191

64,486

22,477

566,011

減 価償 却 引当 金

事業収支から受入れ

前期繰越金受入 れ

固定資産売却収 入

放送債券償還積立金
も ど し 入 れ

放 送 債 券

長 期 借 入 金

15,469,142

0

0

347,967

1,268,000

0

17,966,000

13,981,074

300,000

ioo,000

341,689

1,490,000

a,000,000

15,883,000

1,488,068

0300
,000

e100,000

6,278

0212,000

△2,000,000

2,083,000

妻 蓋110,544,・ ・911・0,892,9989,651,881

給 与

国 内 放 送 費

36,901,99931,896,0615,005,938

29,964,05828,744,8221,219,236

国 際 放 送 費

業 務 費

管 理 費

調 査 研 究 費

』減tar,償 去i】i貨

関 連 経 費

【資本収支へ繰入れ

763,274760,3982,876資 本

支 出

10,387,5289,626,193761,335

11,636,87811,089,367547,511

1,574,3581,515,07059,2881

15,469,14213,981,0741,488,068

3,847,6422,980,013867,629'

0300,0000300,000

34,920,563133,944,944975,619

建 設 費

放送債券償還積立金
繰 入 れ

放送 債 券償還 金

長期借入金返還金

事業収支へ繰入れ

27,696,157

t,oio,000

2,580,000

3,068,395

566,011

26,556,944

1,268,000

4,220,000

1,900,000

0

1,139,213

0258,000

01,640,000

1,168,395

566,011

O
暉

洋

灘
渾
儀
餅

避
洋

来

ー

ω
O
㊤
ー
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(1)貸 借対照表(48年3月31日 現在)

第3-5-22表NHKの 貸

科 目

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 預 金

受 信 料 未 収 金

未収受信料欠損引当金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

建物減価償却引当金

構 築 物

構築物減価償却引当金

機 械

機械減価償却引当金

器 具 什 器

器具什器減価償却引当金

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

特 定 資 産

放送債券 償還積 立資産

繰 延 勘 定

前 払 費 用

放 送 債 券 発 行 差 金

繰 延 勘 定 合 計

資 産 合 計

金 額

円

2,307,940,707

n1 ,391,000,000

円

4,987,026,323

916,940,707

10,251,885,320

104,890,946

213,470,275

1,048,374,827

76,301,621,106

019 ,947,909,808

26,246,106,470

n11 ,003,095,209

115,792,713,169

n76,805 ,249,493

740,755,449

v488 ,898,001

17,522,588,398

56,353,711,298

15,243,011,261

38,987,463,676

251,857,448

14,802,711,783

2,876,048,799

994,486,374

129,509,290,639

1,010,000,000

1,010,000,000

29,974,508

79,768,511

109,743,019

148,151,622,056



借 対 照 表 等

科 目

(負 債 の 部)

流 動 負 債

短 期 借 入 金

未 払 金

受 信 料 前 受 金

そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

放 送 債 権

長 期 借 入 金

退 職 手 当 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

(資 本 の 部)

資 本

積 立 金

当 期 資 産 充 当 金

当 期 欠 損 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

第5章 放送及び有線放送 一311一

金 額

円

0

1,346,148,602

11,467,882,776

416,937,449

13,230,966,827

io,ioo,000,000

41,319,000,000

4,450,000,000

55,869,000,000

69,099,968,827

75,000,000,000

4,617,663,593

0

566,0!0,364

79,051,653,229

148,151,622,056
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(2)損 益 計 算 書(47年4月1日 ～48年3月31日)

額金目科

円円

07,928,082,097

231,069,200

1,819,716,869

109,978,868,166

36,901,999,471

29,964,057,710

763,274,584

10,387,527,634

11,636,877,594

1,574,358,000

15,469,141,679

3,847,641,858

110,544,878,530

△

0

566,010,364

△ 566,010,364

入

料

入

入

計

出

与

費

費

費

費

費

費

費

計

金

当

金

計

∵
∵
∵

∵
∴

瀬 
業

受

交

雑

給

国

国

業

管

調

減

関

資

当

事

事

事

(2)民 間放送の経営状況

ア.広 告費

民間放送の収入は,主 として企業の広告費に依存 しているので,民 間

放送の経営は,各 企業から投下 される広告費に直接影響されることにな

る。 国民総生産(GNP)と 総広告費の推移は第3-5-23表 のとお りで

あって,総 広告費は経済の高度成長に伴い増加 している。
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第3-5-23表 国民総生産と総広告費の推移

(単位:億 円)

年

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

覗

42

43

44

45

46

47

国民総生産

32

46

11

36

60

03

19

63

92

55

92

40

06

20

61

47

83

19

49

21

58

6

5

3

2

2

8

2

2

9

2

9

6

2

6

9

4

0

4

8

4

9

畝

η

凪

叡動

%

職

職

四

臥

肌

鋤

堀

鵬

蹴

凱

鱗

鵬

飢

期

肌

蝋

対 前 年比

%
一

6

0

1

8

9

0

2

9

4

8

4

2

5

1

3

7

5

8

4

5

a

L

¢

a

3
.

4

2

似

3
。

0
,

翫

a

O
。

a

a

a

6
,

乳

L

4

1

1

1

1

1

0

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

総 広 告費

FO

1

0

9

FD

O

PD

8

9

5

∩
V

4

4

6

3

4

F◎

6

7

9

0

6

0

FD

4

∠
1

7

O

FO

2

1

3

∩
◎

1

4

Q
/

2

2

2

1

0

1

9

4

3

4

4

8

3

3

3

4

1

8

9

2

2

「O

q
)

3

4

5

6

0

8

2

!0

6

8

に
り

Ω
U

ツ
`

7

7

8

対 前 年比

%
一

5

0

7

3

2

3

7

5

3

4

5

1

5

4

9

8

9

5

1

6

飢

n

n

訟

風

臥

駈

鼠

乱

紙

訟

臥

兇

比

庶

紙

B

猷

風

比

国民総生産に

対する総広告

費の割合

%
α

冗

冗

刀

刀

85

%

B

珍

m

碍

詑

烈

。,

。、

。6

。3

。5

㎝

。。

卯

0
.

じ

α

0
,

q

α

α

L

-
。

L

L

L

L

L

L

L

L

L

L

L

α

「日本の広告費」(㈱ 電通)に よる。
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第3-5-24表 媒 体 別

＼ 、 媒 体 新
＼

＼ 、

年

聞 雑 誌 ラ ジ オ

広告費 対前年比 広告費 対前年比 広告費 対前年比＼

0 0 0

25 120 150.6 7 140.0

26 180 150.0 io
I

142.9 3
1

一

27 270 iso.o is 180.0
1

22 733.3

28 320 118.5 zs 138.9 A5

…

204.5

29 322 100.6 30 120.0 74 164.4

30 337 104.7 35
1

116.7 98 132.4

31 405 iao.a 40 114.3 130
!

132.7

32 510 125.9 50 125.0 1'50 115.4

33 525 102.9 55 iio.o 157 104.7

34 618 Il7.7 80 145.5 1'62 103.2

35 684 110.7 ioo 125.0 178 109.9

36 824 120.5 125 125.0 178 100.0

37 922 111.9 144 115.2 173
1

97.2

38 t,izo 121.5 169 117.4 171 98.8

39 1,297 115.8 195 115.4 i.70 99.4

40 1,233 95.1 192 98.5 161 94.7

41 1,337 108.4 211 109.9 169 105.0

42 1,611 120.5 255 120.9 195 115.4

43 1,884 116.9 298 116.9 2331 119.5

44 2,250 119.4 348 116.S 291 124.9

45 2,653 117.9 4工8 tzo.t 345 118.6

46 2,681 101.1 445 106.5 388 112.5

47 3,024 112.8 478 107.4 428 110.3

「日本の広告費」(㈱ 電通)に よる。

(注)1.35年 以前の 「ダイレクトメール」広告費は 「屋外 ・その他」広告費に含

2.「 輸出広告」は,宣 伝広告のための外貨使用実績及び国内における外国



広 告 費 の 推 移
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(単位:億 円)

テ レ ビ

広告費

1

4

9

20

60

05

38

88

39

90

99

81

10

47

09

45

42

45

94

41

6

8

0

1

2

5

7

0

4

5

8

1

2

3

5

1

1

1

1

1

2

2

2

2

対前年比

0

O

O

2

0

0

7

0

9

0

3

2

7

3

0

6

0

7

1

5

㎝

瓜

訟

⑳

祇

ム

品

瞼

凪

臆

筑

砿

風

乱

臥

玖

慨

硫

脇

4

2

2

3

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

ダ イ レ ク トメ ール

広告費

0

2

7

5

6

8

4

3

9

8

7

8

9

0

1

1

1

6

0

1

2

6

9

8

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

3

対前年比

%

113.3

114.7

98.3

100.9

144.8

121.4

104.4

toy.s

117.0

110.8

130.6

屋外 ・その他

広告費

5

0

5

0

0

0

0

0

0

4

2

1

3

1

6

9

2

0

9

8

3

8

7

・

5

7

0

2

3

5

7

1

3

7

2

5

4

4

3

0

0

9

8

1

3

1

0

1

1

1

1

1

2

3

3

3

3

4

5

5

6

7

7

9

2

2

4

4

,

,

,

対前年比

%
5

5

0

3

0

3

4

3

5

0

4

2

3

0

3

0

8

5

3

3

9

1

0

2

5

3

2

0

1

1

2

5

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

一

0

9

8

7

7

3

1

7

8

1

5

0

4

3

8

1

6

4

3

2

2

4

1

2

2

9

1

1

1

2

2

0

1

輸 出広 告

広告費

3

4

8

3

1

5

7

9

7

0

9

0

8

5

6

1

2

i

3

5

6

8

8

9

2

4

8

1

2

0

1

1

1

2

2

2

対前年比

0

6

0

3

5

5

8

3

0

7

2

8

1

2

6

4

5

&

4

λ

a

a

似

a

4
,

¢

L

&

L

8

7

8

5

2

3

0

0

2

2

2

2

0

9

まれる。

媒体への円払い額(現 地取引分は含まれない。)で ある。
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イ.媒 体別広告費

広告媒体別(新 聞 ・雑誌,ラ ジオ,テ レビジョン等)の 広告費の推移

は第3-5-24表 のとお りである。

テレビジョン放送が開始 された28年 当時においては,民 間放送のラジ

オ及びテレビジョン放送を媒体 とした広告費は総広告費の10%弱 であっ

たが,こ の割合は逐年増加 し,31年 は約20%,35年 には30%強 となって

いる。その後,増 加の割合は鈍化 したが,37年 以降35%～37%と おおむ

ね一定している。

ウ.放 送事業の経営状況

民間放送の経営状況については,VHFテ レビジョン放送事業 者(ラ

ジオ兼営者を含む。)は 比較的順調であ り,43年 以後開局 したUHFテ

レビジョン放送事業者についても,38社 中9社 が47年 度の収支において

赤字を計上 しているが,こ れらの9社 も業績が向上 しつつあ り経営は比

較的順調である。

また,ラ ジオ単営社(中 波放送11社,短 波放送1社,超 短波放送4

社)に ついても47年度の収支において赤字を計上 している社は無 く,お

おむね経営は順調である。

第3節 有 線 放 送

1有 線 ラジオ放 送

有線ラジオ放送は,昭 和12年 茨城県水戸市において,当 時の逓信省と社団

法人日本放送協会が実験的に設置 したラジオの共同受信施設にはじまる。 し

か しながら,47年 度末現在,有 線ラジオ放送施設7,642施 設の うち,ラ ジオ

の共同受信のみを目的 としたものはほとんどない。その多 くは,農 山漁村Y'

おいて地域の情報や農事関係のニポースを流すもの,街 頭において宣伝広告

を行 うもの及び都市において飲食店等に音楽を送るものである。

農山漁村Y`い て地域の情報や農事関係のニュースを流 してい る も のY'
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は,こ のような情報を有線放送するのみのものと電話業務をも併せて行 う有

線放送電話 とがある。47年 度末現在,前 者は3,940施 設,後 者は1,725施 設で

ある。

街頭放送を行っているものは,47年 度末現在,1,502施 設で,個 人又は法

人が運用 しているもの,あ るいは当該施設のある地区の商店街が運用してい

るもの等がある。

都市Y'.い て飲食店等に音楽を流す ものは,有 線音楽放送と通称 され,47

年度末現在401施 設があ り,約12万 店の利用者がある。経営主体は営利を目

的とした法人又は個人であるが,全 国に多数の施設を有する大規模なものが

ある一方,他 の事業と兼業で数十人の顧客を対象にごく小規模に経営 してい

るものもある。

月額利用料は,対 象が飲食店等であるためもあって,3,000円 ～5,000円 と

かなり高額である。

この有線音楽放送設備については,法 違反その他種々の問題が発生 してい

る。①無届けないし虚偽の届出で設置する例,② 電電公社又は電力会社の電

柱あるいは家屋軒下に無断で放送線を添加する例,③ 無許可で道路を占用す

る例,④ 競争業者の放送線を切断する例,が それである。

上記①,② 及び③の問題は,一 の設備の設置に際 して同時に重複 して生ず

る場合が多いので,47年8月,郵 政省と建設省,電 電公社及び電気事業連合

会において申合せを行い,手 続 きの明確化を図るとともに規律強化の協力体

制を築き,問 題の解決に努めている。

①の無届けの問題については,行 政指導を強化 し,無 届けで設置した業者

に対 し警告書を発送(47年 度中11件)し て届出を行わせたほか,有 線電気通

信法違反で告発(同1件)を 行った。

②の無断添架の問題については,郵 政省は,設 置届の受理にあたって添架

承諾の有無を確認し,承 諾を得 られないものについては受理 しないこととし

ているが,電 電公社等においては,無 断添架を発見 した場合は直ちに撤去催

告を行い,こ れに従わない業者に対 しては仮処分申請に基づ く強制撤去を行
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っている(47年 度中電電公社9件,電 力会社2件)。 電柱への無断添架は47

年8月 には全国で約3万 本(う ち公社柱約2万 本)あ ったが,47年 度末現在

では約1万3,000本(う ち公社柱約8,000本)Y'減 少 している。

④の放送線切断の事例は,45年10月 前後に東京,大 阪,神 戸,金 沢ほか11

都市で発生 し,切 断箇所は数百か所に及んだ。これは業者間のシェア争いに

起因するものであ り,最 近はこの種の大きな事件は発生 していないが,こ の

危険を絶えずはらんでいる。

2有 線 テ レビジ ョソ放送

(1)業 務

有線テレビジョン放送は,昭 和30年 テレビジョン放送の共同受信施設 とし

て群馬県伊香保温泉に初めて設置され,以 後急速に普及 し,単 に辺地におけ

る難視聴対策用 としてのみでなく,新 しい情報媒体 としての利用の可能性が

注 目されるようになった。このような情勢をふまfxて有線テレビジョン放送

法が制定され,48年1月1日 か ら施行された。この法律の施行により,大 規

模な有線テレビジョン放送施設の設置については郵政大臣の許可を必要 とす

ることとなった。

有線テレビジョン放送施設(引 込端子が51以 上のものに限る。)の 都道府

県別の施設数は,第3-5-25表 のとお りである。 なお,こ のほかに電電公

社の回線を利用 して有線テレビジョン放送業務を行っているものが,東 京都

と千葉県にそれぞれ1シ ステムずつある。

有線テレビジョン放送業務の内容を分類すると,次 のとお りとなる。

有線テレビジョン放送業務一

一再 送 信一

一自主放送

一区域内再送信

一区域外再送信

区域内再送信とは,当 該有線テレビジョン放送施設のある地域を放送エ リ
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第3-5-25表 都道府県別有線テレビジョン放送施設数

(47年度末現在)

都道府県 i許可施設陣 鮒 計 悔 道府県 許可施設帥 撮 計
道

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

川

潟

山

川

井

梨

野

阜

岡

知

重

海

奈

北

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神

新

富

石

福

山

長

岐

静

愛

三

11

1

1

1

1

2

2

4

5

9

2

2

7

0

7

2

1

4

4

8

9

9

2

0

3

7

0

2

5

1

6

1

4

8

4

6

4

9

3

0

9

5

6

9

5

9

0

3

0

3

2

4

7

1

7

0

2

6

9

8

8

7

0

3

2

2

1

1

1

1

1

1

1

2

2

1

1

5

4

9

0

9

2

1

4

8

1

4

7

5

1

1

4

8

4

5

6

1

0

0

6

6

6

9

6

9

0

3

0

3

2

4

7

1

8

0

2

6

9

9

8

8

3

4

3

2

1

1

1

1

1

1

1

2

2

1

1

賀

都

阪

庫

良

山

取

根

山

島

口
島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

島

縄

歌

児

滋

京

大

兵

奈

和

鳥

島

岡

広

山

徳

香

愛

高

福

佐

長

熊

大

宮

鹿

沖

3

7

4

1

8

2

2

2

3

1

1

5

3

2

z

3

1

0

1

3

4

0

1

4

0

9

2

6

3

7

6

5

6

8

8

3

2

5

0

5

8

3

4

2

7

1

7

3

5

5

9

8

1

8

6

1

5

4

8

1

7

9

1

2

5

2

1

1

1

1

1

1

1

1

0

4

3

1

0

5

4

1

7

4

8

5

0

7

6

1

1

0

3

4

5

3

6

8

3

4

3

7

1

7

3

6

5

9

8

2

8

6

2

6

5

8

1

7

9

1

2

5

2

1

1

1

1

1

1

1

1

計 13715,5865,723
(注)1。 「許可施設」欄の数は引込端子の数が501以 上のもので,有 線テレビジ

ョン放送法附則第2項 の規定により,有 線テレビジ3ン 放送施設者 とみな

された数を示す。

2.「 届出施設」欄の数は引込端子の数が51以 上500ま でのもので,有 線電

気通信法及び有線テレビジョン放送法により,施 設の設置及び業務の開始

の届出をした数を示す。

アとしているテレビジョン放送事業者の番組を受信 して,有 線テレビジョン

放送施設により再送信するもので,山 や建物などによって放送波がさえぎら

れてテレビジaン 放送の受信が困難な場合にその対策 として行われる。区域
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内再送信を行 う施設は,有 線テレビジョン放送施設全施設のうちの圧倒的多

数を占めているが,ほ とん ど小規模のものである。

区域外再送信は,当 該有線テレビジョン放送施設のある地域を放送エ リア

としていない,遠 方のテレビジョン放送事業者の番組を再送信するもので,

テレビジ ョン放送の受信チャンネル数を多 くすることを目的としている。 し

たがって,地 元のチャンネル数が少な く,か つ,チ ャソネルの多い地域に隣

接 した地域,す なわち,長 野県,山 梨県,静 岡県,徳 島県,佐 賀県等に多 く

みられる。

区域外再送信が行われる場合は,ほ とんどの場合,区 域内再送信 も併せて

行われている。

自主放送は,自 ら番組を制作 して有線放送するもので,47年 度末現在19施

設において行われている。なお,こ れ らの19施設は,そ のほとんどのものが

自主放送を区域内再送信又は区域外再送信 と併せて行 っているものである。

自主放送の放送時間は,長 いものでも1目3回30分 程度であり,短 いもので

は週1回30分 となっている。自主放送の番組の内容は地方公共団体や農業協

同組合からのお知らせ,地 域のニュースなどである。

(2)運 用主体

有線テレビジョン放送の運用主体は,ほ とんどがその有線テレビジョソ放

送の受信者によって構成された法人格のない社団である。これ らの社団のう

ち,そ の約30%に あたる団体は,NHKと 共同で施設を設置 し運 用 して い

る。

法人格のない受信者団体以外の運用主体 としては個人,地 方公共団体,住

宅公団等の特殊法人,公 益法人,農 業協同組合等の協同組合,営 利法人があ

るが,こ れらの者の運用する有線テレビジョン放送施設の数は,合 わせても

200に 満たない。

これ らのうち,地 方公共団体及び住宅公団等の特殊法人が設置 す る も の

は,そ のほとんどが 自らの建てた建物がテレビジョン放送の受信障害を起 こ

したために,そ の受信障害の解消を目的 として設置 した ものである。




